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市場経済化の基本問題
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１．はじめに

1998年８月に金融危機に見舞われたロシア経済は、1999年後半の政治的安定化に伴ってやや落ち

着きを取り戻し、2000年には市場移行の「新たな門出」を迎えている。ＧＤＰ成長率は、1997年に

0.8％と市場移行以来初めてプラスに転じた後、1998年に再び－4.6％に落ち込んだが、1999年には

3.2％に回復した1)。

こうしたなか、国民間の所得格差はますます拡大しつつある。たとえば、最も所得の高い金融サー

ビス業と最も所得の低い農業との所得格差は、1996年でも3.8である2)。しかも、公的に捕捉されな

い「隠れ失業者」を含まない失業率は、1998年に13.3％、1999年には11.7％と、依然として10％台

にあり、改善の兆しを見せていない3)。

もちろん、この高失業率を、旧ソ連時代の行き過ぎた完全雇用政策がもたらした企業の過剰雇用

体質からの脱却という意味での「成果」だとする議論もある4)。けれども、労働とは本来、生計の

糧を得ると同時に、人間的成長を達成するための重要な手段であろう。失業とは、そのための機会

が奪われることを意味する。そうだとすれば、たとえ資本主義社会であれ、失業問題はきわめて重

要な問題ということになろう。

ところで、社会主義社会では失業問題が生じた場合、どのように対処していたのか。

この論点に移る前に、Ｋ．マルクスの未来社会像について再確認しておこう。マルクスは来るべ

き未来社会について、｢個々人の自由な発展が全ての人の自由な発展のための条件であるような協

同社会｣5)を予想していた。それは経済システムとの関連では、｢共同の生産手段で労働し、自分た

ちの多くの個人的労働力を自ら意識して一つの社会的労働力として支出する、自由な人々の協同社

会｣6)と表現されている。そしてそこへ至る段階では、資本＝賃労働関係による搾取を廃絶すべく、

社会の主要な生産手段の私有制を廃して社会化し、｢労働力の脱商品化」を目指すことが示唆され
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ている7)。

ただし、その具体的なありかたへの論及はない。社会の生産と分配を市場に委ねるのか、計画に

委ねるのか、すなわち経済調整システムとして市場経済を採用するのか、それとも計画経済を採用

するのか、も不明である8)。むしろ、提示された「一般的原則を実際にいかに適用するかは、いつ

でもどこでも、歴史的に与えられた事情による｣9)のであった。

それは、社会主義社会の建設が、具体的状況のもと原則的方向において現実に解決されるべき課

題として提起されたことを意味する。そこには、｢革命後の社会」が、長期にわたる試行錯誤の場

となることが示唆されている。すなわち、生起するさまざまな困難への自主的対応により、多様な

ありようを示すであろうと。

実際、ソ連の現実は、後発国で社会主義社会を建設する人類史的「実験」として開始された。

そして、市場社会主義から中央集権的計画経済にいたるさまざまな形態の社会経済システムが展開

された。しかも、この「実験」の過程で、平時において失業問題が重大化したのは、市場社会主義

の先駆をなすネップ期のみであった。

かくして、本論文ではネップについて、経済システムの具体的なありかたと失業問題との関連に

おいて見ていくことにしよう。それは、市場社会主義のもとで市場経済がもたらす社会的効果はど

のように再調整されるのか、という問題意識によるものである。

２．ネップの成果と限界

(１) 農民経営の活性化

ネップとは、圧倒的に農民的な国で誕生した「革命後の社会」が、崩壊寸前の国民経済を市場経

済を利用して復興し、さらには新たな社会主義経済システムとして建設するための、一連の経済政

策体系であった10)。

1918年半ばに突入した戦時共産主義のもとで、政府は都市と軍隊の必要に応じて農産物の徴発量

を決定し、農民経営に割り当てた。それは、農民の経済活動の持続だけでなく生存さえも損なうほ

ど過酷なものとなった。穀物生産は第１次大戦前の半分以下に落ち込み、農民「暴動」が拡大して

いった。こうして1921年３月、｢不満を抱く小農民を満足させる｣11)措置として、ネップが開始され

ることになった。

ネップの第一の目的は、生きることに絶望した農民の生産関心を呼び戻すことにあった。その手

段として提示されたのは、割当徴発から食糧税への転換、それに伴う農民経営の余剰農産物の市場

取引の容認である。

レーニンによれば、それは「小経営主が自らの生産をよりよく計算し、現物税に応じて自らの生

産規模を確定しうるように、地域的取引である程度自由にふるまう可能性を農民に与える｣12)こと
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を意味した。まず食糧税を割当徴発に比して半減する、そのうえで余剰農産物の処理を農民の裁量

に委ねる、というのである。前者は、割当徴発が農民の経済生活を根底的に損なったとの反省に立

ち、徴税を量的に限定して明確化する、基本的な措置である。それに対して、後者は農民が農産物

を市場で自由に処分することを予定している。なぜか。

その論拠は、ロシアの特殊性と小農民の一般的性向から二様に説明された。一方で、交通が不便

で農業をめぐる諸条件が多様な広大な農業国では、｢地元の農業と地元の工業の間の地域的規模で

の取引の一定の自由」が本来必要である。他方、小農民には「個別的小経営に応じた刺激や動機」

が不可欠である、13)と。市場取引は、農民経営間での農産物および小工業品の交換として、小経営

の経済生活の維持と活性化に不可欠の要因だというのである。

こうして市場経済は、一方では農民経営の生産意欲を刺激するとともに、他方ではその生産活動

をネットワーク化することを期待された。

ネップ初期には、市場経済のこのような機能は、農民が経済生活を自ら建て直すための即効薬と

しての意味を持ったように思われる。

当時、農業の季節性（農繁期と農閑期との循環的交替）と小経営とを前提にして、農民経営は農

産物とともに手工業品を生産していた。もっぱら手工業で生計を立てるクスターリ工業が経営的に

自立する傾向も見られた。こうして、農民は日常的に農産物や手工業品を地元のバザールに持ち寄

り、交換し合っていた。農民の生産活動や消費生活に不可欠な物資を政府が適切に供給しえない以

上、戦時共産主義期のようにその交換を禁止するなら、農民生活の維持は不可能となろう。それゆ

え、市場取引は農民生活のネットワークを再建しつつ、戦時共産主義により失われた生産関心を呼

び戻すインセンティヴとして機能したであろう。

実際、1922年以降、農業およびクスターリ工業の生産は着実に回復していき、1925年には穀物生

産は戦前水準を凌駕するにいたる。

ところで、市場取引のインセンティヴ効果として、農業生産の回復にとどまらず、いっそうの生

産拡大へ導くことも期待されていた。｢個別的小経営」が私的利益を追求して市場目当てに生産活

動を精力的に展開する、というものである。その際レーニンは、｢取引の自由」が「クラーク〔貪

欲な富農〕を鼓舞する」点を指摘していた14)。これは、農民経営間での市場をめぐる競争が階層分

化を伴い、一部農民の富裕化をもたらすであろうとの認識である。

この方向をむしろ意欲的に追求したのが、1920年代半ばのネオ・ネップである。1925年４月、富

農経営に有利な農業税軽減、土地賃貸許可期限の延長、農民経営による賃労働者雇用の合法化など､

一連の「農業改革」が実行された。この「改革」の意図は、農民の経営拡張意欲に対する障害の除

去にあった。こうして、農業生産のさらなる増大を富農経営に牽引させるべく、富農経営の育成と

それによる農村失業者の雇用が目指されたのである。

当時の農村では、農民経営の９割がミール（農村共同体）に属していた。ミールは、各農民経営

の労働力と口数とに応じて土地を農民経営の間で定期的に割り替え、その家族扶養を可能にしてい
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た。農業生産をみると、分散した小規模地条で三圃制を採用し、主要な農具は木製犂というもので､

役畜はつねに不足がちであった。他方で、劣悪な条件でミールや個人農民に雇われるバトラークが

増加しつつあった。

こうした状況では、市場経済はさらなる生産増進のインセンティヴ効果を発揮しえないであろう｡

実際、ネオ・ネップ期にも富農経営は大きく成長しなかった。より一般的には、1925年以降、穀物

生産は伸び悩んだ。その一方で、バトラークは膨大な相対的過剰人口を形成し、失業問題を深刻化

させていく。

ところで、農民の生産意欲を抑圧した直接的要因として、恣意的な価格政策があった。

(２) 農業と国営工業のスムィチカ

1922年以降、国民経済は農業さらには軽工業を中心に復興していく。けれども、重工業の回復は

それに遅れていた。こうしたなか1923年には、農産物と国営工業製品との相対価格差が、前者に不

利なかたちで一方的に開いていく。

この「鋏状価格差」危機は、小農民的農業と国営工業のスムィチカ（接合）の問題として捉えら

れた。トロツキーは、ネップのもとでは都市と農村の間、工業諸部門間、個別諸企業間の「相互関

係」が市場を通じて「貨幣計算のかたちで調整される｣、そこで「市場的方法により」対処せよ、

と説いた15)。これは、レーニンが「商業の国家的規制｣16)として提示した論点である。その主要な手

段は価格政策であった。

ネップ期の価格政策は一般には、商品の再生産条件や需給関係の軽視として特徴づけられよう。

1923年の「鋏状価格差」危機以来、政府は国営工業製品の低価格政策に固執した。ただでさえ供給

が不足しがちな工業製品の価格引下げにより、しばしば「商品飢饉」が発生し、卸売と小売との価

格差は拡大した。農産物については1920年代後半、価格維持から一転して価格引下げの方向が追求

された。1927年には収穫が前年比で７％減少した穀物の調達価格は２割以上も引き下げられ、市場

価格と大きく乖離した。その結果が1927年末の「穀物調達危機」である。こうして生じた価格差は

もっぱら、｢ロシアの最後の資本家｣17)ネップマン、つまり商人資本の利するところとなった。

もとより、｢自生的秩序｣18)としての市場においては、商品価格は需給関係にある程度のタイムス

パンをもって反応し、有効需要に対する供給の過不足を中・長期的に調整している。その意味では､

市場社会主義のもとでも、商品の需給関係の変動に即応してそのつど価格を改訂する必要はない。

一般に、商品がある範囲の市場で繰り返し売買されると、価格はその再生産を保証する範囲内で

一定の水準に落ち着く傾向がある。それは「コンベンションとしての価格｣19)として、市場の参加

者に是認される。こうした過去から現在にいたる経験を通じて、安定的に推移すると期待される価

格が一種のノルムとして形成される。市場は貨幣を媒介にこの価格を情報として人々に伝え、売買

の意思決定を助けることになる。他方、絶えず変動したり突発的に変更される価格は、市場の参加
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者にとっては「ノイズ」でしかない20)。また、商品の再生産条件に無関係の価格変更は、生産者や

消費者の是認を得られない。

実際、現代の資本主義のもとでは、｢コスト＋マークアップ」の価格決定方式にもとづく定価販

売が一般的であり、有効需要の変動への対応として、価格の改訂よりもむしろ供給量の調節がなさ

れている。

したがって、商品価格が生産コストの補填原理にもとづく安定的なものとして形成されないかぎ

り、その商品の売買のみならず生産をも十分には活性化しえない。むしろそこには、ネップマンに

見られたように、市場における不確実性を投機的に利用する商人資本的蓄積の可能性が生じてこよ

う。

もちろん、商人資本が否定的な機能しか果たさないというのではない。

商人資本的蓄積の担い手としての商人は、市場の状況に機敏に対応し、商品の売買差額として利

潤を取得する。その際、異なる市場の間の空間的な価格水準の差異、市場における時間的な価格変

動、さらには市場参加者の情報不足や資金不足などから生じる自らに有利な取引条件を利用する。

市場をめぐるこのようなノウハウは、｢局所的」に獲得され「分散的」に保有されがちである21)。

それゆえ、他者に対して秘匿され、私的利益追求のために利用されうる。

商人のこうした活動により、商品は迅速かつ円滑に売買される。商人相互の競争を通じて商品価

格が低位に形成され、市場のネットワークが構築される。商品の生産コストに削減圧力が加えられ

て、その生産過程が効率化される。

けれども、商人は他方で、生産者や消費者の弱みにつけこむ抜け目なさも発揮する。自らの利益

のためには、交渉相手の存続など問題にはされない。その結果、その商品の市場化や再生産を抑制

し、さらには社会的再生産過程を攪乱することにもなる。

かくして、社会主義のもとでの市場経済の容認は、商品の再生産条件と需給関係を前提とする安

定した価格政策を要請しよう。

ところで、｢鋏状価格差」危機は国営工業の生産性向上をも要請していた。

(３) 国営企業の組織化

初期ネップの総括にあたり、トロツキーは市場をめぐる競争に耐え抜くための国営工業の市場経

済的合理化の必要を強調した。その手段として挙げられたのは、国営企業の整理再編、それに伴う

労働者の解雇であった22)。

国営工業の整理再編は1921年末以降推進された。その結果、トラストは傘下の国営企業を総括し､

ホズラスチョート（経済計算制）にもとづいて運営されることになった。国営企業は必要な財源を

製品販売により獲得し、原材料を市場で購入し、労働者に給与を支払う23)。こうして、国営企業は

市場目当てに生産活動を遂行し、効率的経営に努めることを期待された。
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他方、1921年秋から翌年春にかけて国営機関や国営企業の人員が４割削減された。それは軍隊復

員と相まって、ネップ期を通ずる深刻な失業問題の出発点をなした。もっとも、国営工業の経営状

態の好転に伴い、雇用者数は着実に増加した。1920年代半ばには基幹労働者の失業問題は緩和され

た。しかし、その後も失業者数は周辺的労働者を中心に増大していく。とりわけ女性や青少年の失

業は、売春の復活や「ならず者」の増大を招き、大きな社会問題を形成した。

こうして、市場原理の導入による企業活動の効率化が図られたわけである。その際、注目すべき

は、1920年代後半になっても失業問題への有効な取組みが見られないことである。総じて、｢労働

力の脱商品化」という目的意識が希薄なのである。

この点を念頭において、国営工業のありかたについて見てみよう。

当時の国営工業はロシア革命前の大工業を引き継いだもので、その構造的特徴は重工業中心の重

厚長大型の蓄積様式である。この蓄積様式は、労働力と資源が十分供給される場合、生産の量的拡

大を積極的に推進しうる。とりわけ計画的な重点的投資には適合的である。それがソ連で「不足の

経済｣24)を招来するのは、1960年代以降、労働力および資源の供給余力が制約されるようになった

時期である。

ただし、生産の質的深化が求められる時期には、技術革新や品質改善に対する鈍重さが顕在化す

るであろう。この点は国営企業のトラスト化に関連している。たしかに、生産が戦前水準の２割以

下にまで低下した状態で独立採算制に対処するには、トラスト化は有効であったかもしれない。け

れども、生産が戦前水準を回復する1926年以降、それが常態化するなら、企業間競争を阻害するこ

とにもなろう。

労働者との関係においては、企業管理のありかたが重要である。

ネップ期の国営企業内の組織的特徴はテーラー・システムである。それは労働における構想と実

行を分離し、経営者が構想し労働者がそれを実行することにより、労働の効率化を目指す労働管理

法である。ネップ期には経営者の管理権限は強化され、労働者の給与支払いや雇用と解雇の決定は

企業管理部に委ねられた。労働者が経営に直接介入することは禁じられていた。

テーラー主義的発想においては、企業組織は構想と実行の分離に対応した階層制として捉えられ

る25)。しかしながら、人間労働においては構想と実行は分かちがたく結びついている。その一方を

抑圧し他方に凝固するなら、人間の可能性は萎縮してしまおう。また、複雑な状況のもとでの人間

能力の「合理性の限界｣26)を前提すれば、企業管理に関する全ての意思決定を経営陣に委ねるなら､

さしあたり迅速な判断や行動は可能となるにせよ、やがては硬直した官僚主義的経営を招くことに

もなろう。

もとより、組織の内部構造は、組織を取り巻く環境、組織内の諸活動の技術的関連、そして構成

員の技能や情報処理能力に応じて調整されないなら、その活動の効率性は保証されない27)。それは､

同一産業内の個々の企業の組織のありかたが、状況に応じて多様でありうることを意味しよう。し

たがって、重厚長大型産業においてテーラー・システムが一般化される必然性などないのである。
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レーニンがそれを推奨したのは、国営工業が壊滅的状態にある戦時共産主義末期である28)。ひとた

び状況が改善された後には、労働者の経営参加をより増進させるような組織編成が採用されるべき

であった29)。

もちろん、その種の試みを示す例がないわけではない。たとえば、1923年夏の一連の大工場での

ストライキの後、政府は労働者の状態改善を企業管理部に指示した。そして「いっそう大衆に近く､

いっそう生産に近く」をスローガンに、労働者の生産参加キャンペーンを展開した。そこでは、労

働者により構成される生産会議が、経営者から経済情勢と企業の経営状態について報告を受け、労

働者からは生産に関するさまざまな提案を募集した30)。たしかに、そこには生産性向上のため労働

者の生産意欲を引き出すという政策意図も認められよう。けれども、それは労働者の生産参加の奨

励として、｢労働力の脱商品」の方向を示すものであった。

３．結びにかえて

ポスト資本主義の経済システムは、市場経済から計画経済への長期にわたる移行を目指すもので

あろう。そこでは、社会の基本的生産手段の社会的所有制を前提にして、｢労働力の脱商品化」が

追求されることになろう。

一般に、市場と計画の接合の多様なありかたが示されるであろう。この場合、市場とは、市場経

済の運動原理をなす価値法則の展開機構を指す。それは基本的には、価格の経済調整メカニズムを

通じて機能する。それに対して、計画とは、協同主義的原則による一連の目的意識的措置の実現過

程を指す。そこには、市場の有するような固有の経済原理はない。したがって、計画には新たな原

理をも組み込みうる余地があるということになる。

たとえば、歴史的に先行する資本主義社会における市場経済の調整機構に習い、それに意識的に

代替することも考えられよう。それは市場社会主義である。市場社会主義のもとでは、主要な生産

手段の社会的所有のもと市場の調整機構を発揮させつつ、その効果を是正するなかで計画的措置が

系統的に実現されていくことになろう。そしてその際、指針としての原則をなすのが「労働力の脱

商品化」である。

それでは、｢労働力の脱商品化」とはいかなることを意味するのか。さしあたり次の点が挙げら

れよう。第１に、生産活動の社会化として、経済政策や経済活動に関わる意思決定への民主主義的

参加が労働者に広く開かれること。第２に、消費活動の社会化として、消費財・サービスの価格水

準が適切かつ経済合理的に設定されること。そして第３に、就業機会はできるだけ保障し、それで

も生じた失業者に対しては最低限の生活維持を保障するとともに、再雇用へ向けた学習機会を与え

ること。そのうえではじめて、労働者間の競争も論じうるであろう。

ネップのもとで土地や国営工業、銀行、運輸機関などは国有化されていた。けれども、労働者は

企業経営の意思決定から排除され、失業問題に蝕まれていた。生産参加が奨励されたとしても、生
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産性向上の文脈においてであった。国民経済の崩壊状況下でよぎなくされた経済成長第一主義の論

理が、経済復興の後にも貫徹していた。それは、｢労働力の脱商品化」の推進をいつとも知れない

将来に先送りすることを意味した。このような状態は、市場経済を排除した後のソ連においても、

本質的には同様であった。いったいネップは、ソヴェト社会主義はどこへ行くつもりだったのか。

かくして、市場経済のもとでの「労働力の脱商品化」の意識的追求こそ、ネップが主体的に担う

べき主要な問題なのであった。そしてこの追求は、現代の資本主義ロシアにおいても当然なされて

しかるべき課題ではなかろうか。ネップのもとでの人々のかなしみを忘れないためにも。

(おかだ かずひこ・本学経済学部講師)
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